
具体的な取組内容

（１年度目）
施設内における話し合いの機会を整備するため、「働きやすく、働きがいの
ある職場作り推進委員会」を設置する。

（２年度目）
設置した「働きやすく、働きがいのある職場作り推進委員会」の定期的な開
催を実施する。
「働きやすく、働きがいのある職場作り推進委員会」においては、所定外労
働時間の削減、年休の取得しやすい環境整備、業務改善など様々な議題を扱
う事とし、年４回を目標として定期的な委員会の開催を実施するとともに、
職員全員と定期的な意見交換を実施することにより、施設内の労働時間など
の設定の改善に努めたい。

（１年度目）
施設内における職場意識を改善するため、職員各員からの労働時間等の個別
の苦情、意見および要望を受け入れるための担当者を選任する等により、職
場内の労働時間等の設定の改善の取り組みを進めるための意見要望等の受付
体制を整備する。また、職員に対しても受け付け体制や担当者について周知
を図る。

（２年度目）
職員からの苦情、意見、要望を受け付ける担当者の職員への周知を図ると共
に、受付窓口を設置するなど受け付けやすい体制への整備を図る。また、こ
れら苦情等を踏まえ、設定改善を進めるための責任者を配置し、職員に周知
を図る。

（１年度目）
職場内の職員に対して、職場意識改善計画の周知を図るため、職場などの見
やすい位置への掲示、朝礼時等において説明を行い、周知を図る。

（２年度目）
職員への周知として、職場意識改善計画のポイントや取組事例をまとめたパ
ンフを作成し職員全員に配布する事により、一層の周知を図る。

（１年度目）
職場意識改善の必要性や意義について、主に管理職に対して周知を図るた
め、職場意識改善のための研修会を最低１回開催し、まず管理職等の意識啓
発を図る。

（２年度目）
前年度の研修結果を踏まえ、外部講師を招き研修会を最低１回開催すること
により、管理職等に対する意識改革を図る。

②　労働時間等に関するここの苦
　　情、意見および要望を受け付
　　けるための担当者の選任

２　職場意識改善のための措置

①　労働者に対する職場意識改善
　　計画の周知

②　職場意識改善のための研修の
　　実施
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取組事項

１　実施体制の整備のための措置

①　労働時間等設定改善委員会の
　　設置等労使の話し合いの機会
　　の整備



具体的な取組内容

（１年度目）
年次有給休暇の取得を促進するため、年次有給休暇の計画的付与制度又は半
日単位の年次有給休暇制度・時間単位（１年に５日分を限度）の年次有給休
暇制度を導入して実施する。
職員が年次有給休暇を確実に取得できるようにするため、個人別の年次有給
休暇取得計画表（休暇管理簿）を作成し、取得予定や取得実績等の状況を把
握するとともに、年次有給休暇の計画的付与制度又は半日単位の年次有給休
暇制度・時間単位の年次有給休暇制度を導入することにより、まとまった年
次有給休暇の取得を可能とする体制を整備する。なお、１年度目は計画的付
与制度又は半日単位の年次有給休暇制度・時間単位の年次有給休暇制度の導
入に必要となる就業規則への規定や労使協定の締結など所要の調整を行う。

（２年度目）
計画的付与制度又は半日単位の年次有給休暇制度・時間単位の年次有給休暇
制度の職場への周知を図ると共に、個人別の年次有給休暇取得計画表の実績
把握を徹底し、取得が進んでいない部門や職員に対して注意喚起を行うな
ど、取得促進の徹底を図る。

（１年度目）
所定外労働を削減する具体的な取組としてノー残業デーを導入し、つき一回
は残業しない日を設定し、施設内への掲示等により、周知・徹底することに
より、所定外労働の削減を図る。

（２年度目）
所定外労働を前提とした業務処理体制からこれを前提としない業務体制へと
改善する。計画的に効率よくメリハリをつけて仕事を進める。安易に残業し
ない・させないという管理者を含め意識改革に向けた取り組みを促進する。

（１年度目）
変形労働時間制やフレックスタイム制など、職員の多様な事情等に対応した
新たな労働時間制度の導入を検討する。
導入に際しては、業務の実態を把握したうえで、職員の要望等も考慮し、
「働きやすく、働きがいのある職場づくり推進委員会」による労使間での十
分な協議の上決定する。

（２年度目）
１年度目に導入した変形労働時間制について、制度導入後の運用実態等につ
いて把握し、同制度が適切に活用されているかの検証を行う。
さらに、職員の要望等を踏まえ、「働きやすく、働きがいのある職場づくり
推進委員会」において、今後も検討を継続する事とする。

（１年度目）

（２年度目）

（１年度目）

（２年度目）

（１年度目）
働きやすく、働きがいのある職場づくり推進委員会において年次有給休暇の
取得状況の確認制度を導入する。年次有給休暇の取得を促進するため、年間
５日以上の年次有給休暇制度の計画的付与制度を導入する。

４　制度面の改善のための措置

①　年次有給休暇の取得促進のた
　　めの措置

取組事項

３　労働時間等の設定の改善のための措置

②　所定外労働削減の為の措置

③　労働者の抱える多様な事情お
　　よび業務の様態に対応した労
　　働時間の設定

④　労働時間等設定改善指針の２
　　の(２)に定められた、特に配
　　慮を必要とする労働者に対す
　　る休暇の付与等の措置

⑤　ワークシェアリング、在宅勤
　　務、テレワーク等の活用によ
　　る多様な就労を可能とする措
    置
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